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1.　18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(注)百万円未満は切捨てて表示しております。
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 902 (   7.1) △552 (　 ―　) △576 (　 ―　)

17年９月中間期 843 (△37.1) △113 ( 　―　) △209 ( 　―　)

18 年 ３ 月 期 1,975 　 △2,123 　 △2,249 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 △464 (　 ―　) △8,455 22

17年９月中間期 △200 ( 　―　) △3,641 42

18 年 ３ 月 期 △2,385 　 △43,428 48
(注) ① 期中平均株式数 18年９月中間期 54,938.00株 17年９月中間期 54,938.00株 18年３月期 54,938.00株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 14,524 9,707 66.8 176,703 19

17年９月中間期 15,879 12,357 77.8 224,928 97

18 年 ３ 月 期 15,036 10,172 67.7 185,156 03
(注) ① 期末発行済株式数 18年９月中間期 54,938.00株 17年９月中間期 54,938.00株 18年３月期 54,938.00株

　 ② 期末自己株式数 18年９月中間期 62.00株 17年９月中間期 62.00株 18年３月期 62.00株

　

2.　19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 1,750 △1,900 7,420

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）135,061円34銭
　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円)

　 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

18年３月期 ― ― ― ― ― ―

19年３月期(実績) ― ― ― ― ―
―

19年３月期(予想) ― ― ― ― ―

　 　 　 　 　 　

　　※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、予想につきましては、不確定要素が内在

しておりますので、実際の業績は、これらの予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、５ページをご

参照ください。　　
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 678,850 　 　 810,100 　 　 1,304,042 　

　２　売掛金 　 　 1,094,972 　 　 480,615 　 　 648,917 　

　３　たな卸資産 　 　 1,298,913 　 　 728,679 　 　 490,468 　

　４　その他 ※４ 　 162,403 　 　 208,535 　 　 181,642 　

　　　流動資産合計 　 　 3,235,138 20.4 　 2,227,930 15.3 　 2,625,070 17.5

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※1,3 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 　 3,328,737 　 　 3,112,477 　 　 3,206,754 　

　　(2) 土地 　 　 8,466,027 　 　 8,466,027 　 　 8,466,027 　

　　(3) 建設仮勘定 　 　 60,500 　 　 ― 　 　 ― 　

　　(4) その他 　 　 184,827 　 　 150,028 　 　 167,839 　

　　　有形固定資産合計 　 　 12,040,093 　 　 11,728,533 　 　 11,840,621 　

　２　無形固定資産 　 　 13,219 　 　 11,226 　 　 12,517 　

　３　投資その他の資産 　 　 591,403 　 　 556,915 　 　 558,068 　

　　　固定資産合計 　 　 12,644,715 79.6 　 12,296,675 84.7 　 12,411,206 82.5

　　　資産合計 　 　 15,879,854 100.0 　 14,524,605 100.0 　 15,036,277 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　短期借入金 ※３ 　 1,376,000 　 　 2,100,000 　 　 1,612,000 　

　２　１年以内償還予定の
　　　社債

　 　 260,000 　 　 360,000 　 　 360,000 　

　３　リース債務 ※2,3 　 104,625 　 　 ― 　 　 34,875 　

　４　未払法人税等 　 　 18,804 　 　 15,804 　 　 14,386 　

　５　受注損失引当金 　 　 ― 　 　 278,276 　 　 351,381 　

　６　その他 　 　 331,588 　 　 315,975 　 　 570,324 　

　　　流動負債合計 　 　 2,091,018 13.2 　 3,070,056 21.1 　 2,942,966 19.5

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社　債 　 　 1,390,000 　 　 1,710,000 　 　 1,890,000 　

　２　退職給付引当金 　 　 6,469 　 　 8,187 　 　 2,566 　

　３　その他 　 　 35,218 　 　 28,641 　 　 28,641 　

　　　固定負債合計 　 　 1,431,688 9.0 　 1,746,828 12.1 　 1,921,208 12.8

　　　負債合計 　 　 3,522,706 22.2 　 4,816,885 33.2 　 4,864,175 32.3

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 7,700,000 48.5 　 ― ― 　 7,700,000 51.2

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 1,925,000 　 　 ― 　 　 1,925,000 　 　

　２　その他資本剰余金 　 2,653,183 　 　 ― 　 　 2,653,183 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 4,578,183 28.8 　 ― ― 　 4,578,183 30.5

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　任意積立金 　 251,663 　 　 ― 　 　 251,663 　 　

　２　中間(当期)
　　　未処理損失(△)

　 △162,315 　 　 ― 　 　 △2,348,136 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 89,347 0.6 　 ― ― 　 △2,096,473 △13.9

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 △1,224 △0.0 　 ― ― 　 △448 △0.0

Ⅴ　自己株式 　 　 △9,159 △0.1 　 ― ― 　 △9,159 △0.1

　　　資本合計 　 　 12,357,147 77.8 　 ― ― 　 10,172,102 67.7

　　　負債・資本合計 　 　 15,879,854 100.0 　 ― ― 　 15,036,277 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 7,700,000 53.0 　 ― ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 1,925,000 　 　 ― 　 　

　　(2) その他資本剰余金 　 ― 　 　 2,653,183 　 　 ― 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 4,578,183 31.5 　 ― ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　特別償却準備金 　 ― 　 　 12,324 　 　 ― 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 △2,573,311 　 　 ― 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 △2,560,986 △17.6 　 ― ―

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △9,159 △0.1 　 ― ―

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 9,708,037 66.8 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― ― 　 △318 △0.0 　 ― ―

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ― 　 △318 △0.0 　 ― ―

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 9,707,719 66.8 　 ― ―

　　　負債・純資産合計 　 　 ― ― 　 14,524,605 100.0 　 ― ―
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 843,063 100.0 　 902,686 100.0 　 1,975,882 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 551,399 65.4 　 968,660 107.3 　 3,164,296 160.1

　　　売上総利益又は
　　　売上総損失(△)

　 　 291,664 34.6 　 △65,973 △7.3 　 △1,188,414 △60.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 405,194 48.1 　 486,851 53.9 　 935,528 47.4

　　　営業損失(△) 　 　 △113,530 △13.5 　 △552,825 △61.2 　 △2,123,942 △107.5

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 10,167 1.2 　 6,799 0.7 　 28,183 1.4

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 105,874 12.5 　 30,457 3.4 　 153,506 7.7

　　　経常損失(△) 　 　 △209,237 △24.8 　 △576,483 △63.9 　 △2,249,264 △113.8

Ⅵ　特別利益 　 　 ― ― 　 ― ― 　 15,255 0.8

Ⅶ　特別損失 　 　 ― ― 　 ― ― 　 165,208 8.4

　　　税引前中間
　　　(当期)純損失(△)

　 　 △209,237 △24.8 　 △576,483 △63.9 　 △2,399,217 △121.4

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 2,905 　 　 2,905 　 　 5,810 　 　

　　　法人税等調整額 　 △12,089 △9,184 △1.1 △114,875 △111,970 △12.4 △19,153 △13,343 △0.7

　　　中間(当期)
　　　純損失(△)

　 　 △200,052 △23.7 　 △464,512 △51.5 　 △2,385,873 △120.7

　　　前期繰越利益 　 　 37,736 　 　 ― 　 　 37,736 　

　　　中間(当期)
　　　未処理損失(△)

　 　 △162,315 　 　 ― 　 　 △2,348,136 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

特別
償却
準備金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(千円)

7,700,000 1,925,000 2,653,183 4,578,183 51,663 200,000 △2,348,136 △2,096,473 △9,159 10,172,550

中間会計期間中の
変動額

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　特別償却準備金の
　取崩し

　 　 　 　 △39,338 　 39,338 ― 　 ―

　別途積立金の
　取崩し

　 　 　 　 　 △200,000 200,000 ― 　 ―

　中間純損失 　 　 　 　 　 　 △464,512 △464,512 　 △464,512

　株主資本以外の
　項目の中間会計
　期間中の変動額
　(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

中間会計期間中の
変動額合計(千円)

― ― ― ― △39,338 △200,000 △225,174 △464,512 ― △464,512

平成18年９月30日残高
(千円)

7,700,000 1,925,000 2,653,183 4,578,183 12,324 ― △2,573,311 △2,560,986 △9,159 △9,708,037

　

　

評価・換算差額等

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
(千円)

△448 △448 10,172,102

中間会計期間中の
変動額

　 　 　

　特別償却準備金
　の取崩し

　 　 ―

　別途積立金
　の取崩し

　 　 ―

　中間純損失 　 　 △464,512

　株主資本以外の
　項目の中間会計
　期間中の変動額
　(純額)

130 130 130

中間会計期間中の
変動額合計(千円)

130 130 △464,382

平成18年９月30日残高
(千円)

△318 △318 9,707,719
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

　①子会社株式

　　移動平均法による原価

法

(1) 有価証券

　①子会社株式

同左

(1) 有価証券

　①子会社株式

同左

　 ②その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法

(評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定)

　②その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法

(評価差額は、全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は、移動平均

法により算定)

　

②その他有価証券

　時価のあるもの

　　　　決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定)

　 　　　時価のないもの

　　　　原価法(評価差額

(為替換算差額)は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は、移動平均

法により算定)

　　　時価のないもの

　　　　原価法(評価差額

(為替換算差額)は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は、移動平

均法により算定)

　

　　　時価のないもの

　　　　原価法(評価差額

(為替換算差額)は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は、移動平均

法により算定)

　　　　　

　 (2) デリバティブ

　　時価法

(2) デリバティブ

―――――

(2) デリバティブ

同左

　

　 (3) たな卸資産

　　仕掛品

　　　個別法による原価法

(3) たな卸資産

　　仕掛品

同左

(3) たな卸資産

仕掛品

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　　　定率法。但し、平成

10年４月１日以降取

得した建物(建物附

属設備を除く)につ

いては、定額法。な

お、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

建物 15年～50年

構築物 15年～20年

器具備品 4年～ 8年

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

　 (2) 無形固定資産

　　　定額法。但し、自社

利用のソフトウェア

については、社内に

おける利用可能期間

(５年)による定額

法。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

　　均等償却。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

３　繰延資産の処理方

法

社債発行費

　支払時に全額費用処理し

ております。

社債発行費

―――――

社債発行費

　支払時に全額費用処理し

ております。

　

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。

　　なお、当中間期におい

ては、引当金の計上は

ありません。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。

　　なお、当期において

は、引当金の計上はあ

りません。

　 (2) 受注損失引当金

―――――

　

(2) 受注損失引当金

　　受注案件の損失に備え

るため、受注済み案件

のうち当中間会計期間

において損失が確実視

され、かつ、その金額

を合理的に見積もるこ

とができるものについ

ては、当中間会計期間

末以降に発生が見込ま

れる損失を引当計上し

ております。

　　

　

(2) 受注損失引当金

　　受注案件の損失に備え

るため、受注済み案件

のうち当期において損

失が確実視され、か

つ、その金額を合理的

に見積もることができ

るものについては、翌

期以降に発生が見込ま

れる損失を引当計上し

ております。なお、受

注損失引当金は商法施

行規則第43条に規定す

る引当金であります。

　　また、これは受注済案

件につき、損失の発生

見込みが当期において

明らかになったことに

よるものであります。

　 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間

末において発生してい

ると認められる額を計

上しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき計上しておりま

す。

５　リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

６　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

(1) 税額計算における諸準

備金の取扱い

　中間会計期間における税

額計算において当会計年

度末の利益処分における

租税特別措置法に基づく

準備金の取崩予定額の２

分の１を課税所得に反映

させております。

(1) 税額計算における諸準

備金の取扱い

同左

――――

　 (2) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

(2) 消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会　平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成15年10

月31日　企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会　平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会　平成15年10月31日

　企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正）

　当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17

年12月９日　企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準適用指針第８

号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　最終改

正平成18年８月11日　企業会計基準

第１号）及び「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会　最

終改正平成18年８月11日　企業会計

基準適用指針第２号）を適用してお

ります。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

　なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は9,707,719千円でありま

す。

　中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

　

――――――――――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

951,872千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

1,169,099千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

1,052,968千円

※２　中間貸借対照表に計上されて

いる「リース債務」(104,625千

円)は、当社所有物件を売却し、

売却先から当該物件を譲り受

け、更に同一物件をおおむね同

一の条件で第三者に売却したこ

とによるものであり、当該取引

に係る売上高及び売上原価は相

殺処理し、債務は中間貸借対照

表に計上されたものでありま

す。上記売却先からの買い戻し

取引及び第三者への売却取引

は、延払売買契約の形態を採っ

ておりますが、いわゆるセー

ル・アンド・リースバック取引

と同様であることに鑑み、「リ

ース取引の会計処理及び開示に

関する実務指針(平成６年１月18

日会計制度委員会)」に準じた処

理を行っております。

※２　　　―――――― ※２　貸借対照表に計上されている

「リース債務」(34,875千円)

は、当社所有物件を売却し、売

却先から当該物件を譲り受け、

更に同一物件をおおむね同一の

条件で第三者に売却したことに

よるものであり、当該取引に係

る売上高及び売上原価は相殺処

理し、債務は貸借対照表に計上

されているものであります。上

記の売却先からの買い戻し取引

及び第三者への売却取引は、延

払売買契約の形態を採っており

ますが、いわゆるセール・アン

ド・リースバック取引と同様で

あることに鑑み、「リース取引

の会計処理及び開示に関する実

務指針(平成６年１月18日会計制

度委員会)」に準じた処理を行っ

ております。

※３　担保に供している資産及び対

応する債務

　　担保に供している資産

建　物 3,395,500千円

土　地 8,466,027千円

合　計 11,861,528千円

　　担保提供資産に対応する債務

短期借入金 1,376,000千円

リース債務 104,625千円

合　計 1,480,625千円

　　なお、上記の他、対応する債務

としてリース債務664,132千円が

あります。

※３　担保に供している資産及び対

応する債務

　　担保に供している資産

建　物 3,108,559千円

土　地 8,466,027千円

合　計 11,574,587千円

　　担保提供資産に対応する債務

短期借入金 2,100,000千円

　 　

　 　

　　なお、上記の他、対応する債務

としてリース債務 398,255千円

があります。

※３　担保に供している資産及び対

応する債務

　　担保に供している資産

建　物 3,202,393千円

土　地 8,466,027千円

合　計 11,668,421千円

　　担保提供資産に対応する債務

短期借入金 1,612,000千円

リース債務 34,875千円

合　計 1,646,875千円

　　なお、上記の他、対応する債務

としてリース債務460,705千円が

あります。

※４　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※４　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。

――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 305千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 476千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 688千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 36,125千円

社債発行費 49,600千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 20,245千円

　 　

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 43,642千円

社債発行費

　

68,260千円

　

　３　減価償却実施額

有形固定資産 134,530千円

無形固定資産 1,233千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 115,069千円

無形固定資産 1,291千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 297,919千円

無形固定資産 2,635千円

　

(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 62 ― ― 62

　

リース取引関係

　　　半期報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

　

有価証券関係

前中間会計期間末(平成17年９月30日)

子会社株式で時価のあるものはありません。

　

当中間会計期間末(平成18年９月30日)

子会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末(平成18年３月31日)

子会社株式で時価のあるものはありません。

　

１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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重要な後発事象

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

―――――  １　固定資産の譲渡

 (1) 譲渡の理由

　　当社は、有利子負債返済による財務体

　質の強化、企業価値の創出につながる投

　資および配当等の株主還元等、様々な方

　法により中長期的な「企業価値の向上」

　を第一に考えることを目的として、下記

　の固定資産の譲渡を行うものであります。

　また、平成18年３月期末現在において担

　保に供しておりました当該資産の根抵当

　権78億2,000万円につきましては、譲渡

　時点をもちまして抹消いたします。

 (2) 譲渡資産

　・所在地

　　大阪府大阪市中央区道修町三丁目５番

　　11号

　・現況　　本社

　・譲渡物件

　　土地1,365.01㎡、建物および構築物

　・所在地　　

　　大阪府大阪市中央区道修町三丁目５番

　　１号

　・現況　　賃貸ビル

　・譲渡物件

　　土地685.06㎡、建物

　・帳簿価額　　11,542,690千円

　・譲渡価額　　23,100,000千円

 (3) 譲渡先

　・商号

　　室町特定目的会社

　・所在地

　　東京都港区赤坂一丁目11番44号

 (4) 譲渡日程

　・取締役決議

　　平成18年11月15日

　・契約締結

　　平成18年11月15日

　・受益権譲渡および物件引渡し予定日

　　平成19年３月20日

 (5) 損益に与える影響

　　この固定資産の譲渡に伴い、平成19年

　３月期の損益計算書において、売却益約

　11,557,309千円を特別利益に計上する予

　定であります。

―――――
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